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202４年 6月 12日 

受益者の皆様へ 

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社 

SMTAM JPX 日経インデックス400オープン 

繰上償還に関する書面決議実施のお知らせ 

拝啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、弊社では、「SMTAM JPX日経インデックス400オープン」（以下、「本ファンド」といいます。）につ

きまして、繰上償還に関する書面決議を実施させていただきますのでご案内申し上げます。 

本ファンドは、設定来、信託財産の中長期的な成長を図ることを目指して運用を行ってまいりました。しか

しながら、本ファンドの受益権口数が投資信託約款（以下、「約款」といいます。）の繰上償還に関する規定に

定める口数を下回る状態が継続しているため、繰上償還に関する書面決議を実施させていただくものです。 

この繰上償還は、「投資信託及び投資法人に関する法律」（以下、「投信法」といいます。）および約款の規定

にもとづき、書面決議を行ったうえで決定いたします。書面決議の結果、対象となる受益者の議決権の 3 分

の2以上の賛成により可決となり、本ファンドは繰上償還となります。

つきましては、本書面および別紙の「書面決議参考書類」の内容をご確認いただき、繰上償還の賛否を含

め必要事項を同封の「議決権行使書面」にご記入いただいたうえで、弊社までご返送ください。 

なお、本ファンドの繰上償還に賛成の場合は、お手続き不要です。（「議決権行使書面」をご返送されない

場合は、繰上償還に賛成したものとさせていただきます。） 

敬具 

＜お手続きについて＞ 

繰上償還に賛成の場合 繰上償還に反対の場合 

お手続き不要です。（「議決権行使書面」をご

返送されない場合は、繰上償還に賛成した

ものとさせていただきます。） 

 繰上償還に反対される旨および必要事項

を、同封の「議決権行使書面」にご記入いた

だいたうえで、返信用封筒にて弊社までご

返送ください。 

（202４年７月１１日弊社到着分まで有効） 
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１． 対象ファンド                                                      

SMTAM JPX日経インデックス400オープン

２． 繰上償還日（予定） 

202４年７月２９日（書面決議にて可決された場合）  

３． 繰上償還に関する書面決議を実施する理由 

本ファンドの受益権の口数が、約款の繰上償還に関する規定に定められている口数（30億口）を下回

る状態が続いているため、同規定にもとづいてファンドの繰上償還（以下、「本議案」という場合がありま

す。）に関する書面決議を実施させていただくものです。 

４． 手続きの日程について 

内容 日付 

対象受益者の確定日 2024年 6月 10日 

議決権行使期間 202４年 6月27日 ～ 7 月 11日 

書面決議日（繰上償還可否決定日） 202４年 7月 16日 

繰上償還日【予定】 202４年 7月2９日 

５． 議決権行使について 

2024 年 6月 10 日時点の受益者様（以下、「対象受益者」といいます。）は本議案の議決権を有して

おり、議決権行使期間中（2024年 6月 27日～7月 11日）に、同封の「議決権行使書面」を弊社にご

返送いただくことによって議決権を行使することができます。 

繰上償還に賛成の場合 →
お手続き不要です。（「議決権行使書面」をご返送されない場合は、本

議案に賛成したものとさせていただきます。） 

繰上償還に反対の場合 →

繰上償還に反対される旨および必要事項を、同封の「議決権行使書

面」にご記入いただいたうえで、返信用封筒にて弊社までご返送く

ださい。（２０２４年７月 １１日弊社到着分まで有効） 

＜ご留意事項＞ 

 2024年 6月 10日付以降の受付となるお申込みにより取得された受益権、および2024年 6月7日

付以前の受付となるお申込みにより換金（解約）された受益権については、本議案に関する議決権はありま

せん。 

 「議決権行使書面」の賛否記載欄に賛否の記載がない場合、本議案に賛成したものとさせていただきます。

 同一の受益者の方が、重複して行使した議決権行使の内容が異なる場合は、全ての議決権に関して無効と
させていただきます。 

 記入内容に不備がある場合、「議決権行使書面」の受付ができない場合があります。 

 必要がある場合、ご本人確認のための書類を提出していただくことがあります。 

 議決権数（受益権口数）等を確認するため、弊社および販売会社間で受益者様に関する情報を共有させて
いただきます。 

 議決権行使に際して弊社および販売会社が取得した個人情報は、本議案における投信法第 17条に係る

議決権行使の受益権口数の管理のみを利用目的とし、他の目的には使用しません。 



 3 / 9 

６． 繰上償還の可否決定について 

2024年 7年 16日に書面決議を行います。 

 書面決議の結果、賛成する受益者様（賛成とみなされた受益者様を含みます、以下同じ。）の受益権

口数の合計が、対象受益者の受益権総口数の3分の2以上の場合に本議案は可決となり、2024

年 7月2９日に繰上償還します。 

 書面決議の結果、賛成する受益者様の受益権口数の合計が、対象受益者の受益権総口数の 3分の

2 未満の場合に本議案は否決となります。この場合、繰上償還は中止させていただき、運用を継続

する予定です。 

可決・否決いずれの場合であっても、書面決議結果に係る案内文を弊社ＨPに掲載します。 

７． 繰上償還決定後の換金（解約）のお申込みについて 

繰上償還が決定した場合につきましても、書面決議前と同様に販売会社において換金（解約）のお申

込みを受付けます。なお、本ファンドの基準価額は毎営業日算出され、換金が可能な投資信託に該当す

るため、本議案に反対された受益者様の受託会社に対する買取請求の適用はありません。 

８． 繰上償還決定後の運用について 

本ファンドの投資対象である「JPX 日経インデックス 400 マザーファンド」を速やかに売却します。そ

のため、本ファンドは償還まで実質的に短期金融資産のみで運用を行うことになります。 

＜お問い合わせ先＞ 

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社 

営業企画部 議決権行使書面受付係 

℡：0120－66８001 （午前９時～午後５時（土日・祝日等は除く）） 

※お取引内容については各販売会社へお問い合わせください。

以上 
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【ご参考：お手続きの流れ】 

※可決・否決いずれの場合であっても、書面決議結果に係る案内文を弊社ＨPに掲載します。 

書面決議（2024年 7月 16日実施） 

※議決権行使期間終了後、弊社にて書面決議を行った上で繰上償還実施の可否を決定します。 

賛成する受益者様の受益権口数の合計が、

対象受益者の受益権総口数の 3 分の 2 以

上の場合 

賛成する受益者様の受益権口数の合計が、

対象受益者の受益権総口数の 3 分の 2 未

満の場合 

2024年 7月2９日に繰上償還します。 

※償還金の支払日につきましては、販売会社

にご確認ください。 

繰上償還は中止し、運用を継続します。 

可決 否決 

対象受益者（2024年 6月 10日時点の受益者様） 

本ファンドの繰上償還に 賛成 の場合

お手続き不要です。（「議決権行使書面」をご

返送されない場合は、本議案に賛成したもの

とさせていただきます。） 

本ファンドの繰上償還に 反対 の場合

繰上償還に反対される旨および必要事項を、同

封の「議決権行使書面」にご記入いただいたうえ

で、返信用封筒にて弊社までご返送ください。

（2024年 7月 11日弊社到着分まで有効） 



 5 / 9 

別紙 書面決議参考書類  

１． 投資信託契約の解約の相当性および理由に関する事項 

  「SMTAM JPX日経インデックス 400オープン」につきましては、本ファンドの約款第4８条にお

いて、信託契約の一部を解約することにより、受益権の口数が30億口を下回ることとなった場合は、

書面決議による可決をもって、受託者と合意のうえ、信託契約を解約し、信託を終了（繰上償還）させる

ことができると規定しています。本ファンドの受益権の口数は、現状、30億口を下回る状態が続いてい

るため、同規定にもとづき、信託終了（繰上償還）に関する書面決議を実施させていただくものです。 

２． 投資信託契約の解約がその効力を生ずる日 

2024年７月2９日 

３． 投資信託契約の解約の中止に関する条件を定めるときは、その条件 

中止に関する条件はございません。 

なお、書面決議により本ファンドの繰上償還が否決された場合には、本投資信託契約は解約せず、信託

終了（繰上償還）しません。

４． 投資信託契約の解約に関する事項について受益者の不利益となる事実 

該当事項はございません。 

５． 直近に作成された財産状況開示資料等の内容 

次ページ以降の「貸借対照表」および「損益及び剰余金計算書」をご覧ください。 

６．財産状況開示資料等を作成した後に、重要な投資信託財産に属する財産の処分、重大な信託財産責任負

担債務の負担、その他の投資信託財産の状況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容 

該当事項はございません。 

以 上 
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SMTAM JPX日経インデックス 400オープン

《有価証券報告書（第９期計算期間 202２年９月９日～2023年９月８日）より抜粋》 

（1） 貸借対照表 

（単位：円）

第 ８期 

（2022年 ９ 月 ８日現在）

第 ９期 

（2023年 ９ 月 ８日現在）

資産の部

流動資産

コール・ローン ５,33８,５27 22,4９0,９61

親投資信託受益証券 1,437,606,036 1,72９,03８,001

未収入金 - 1８,５04,９04

流動資産合計 1,442,９44,５63 1,770,033,８66

資産合計 1,442,９44,５63 1,770,033,８66

負債の部

流動負債

未払解約金 1９1,９22 3５,033,８63

未払受託者報酬 3８6,372 442,4９0

未払委託者報酬 4,01８,1８7 4,601,８５５

未払利息 ９ ５５

その他未払費用 3８,５70 44,1８6

流動負債合計 4,63５,060 40,122,44９

負債合計 4,63５,060 40,122,44９

純資産の部

元本等

元本 ８46,200,033 ８26,046,060

剰余金

期末剰余金又は期末欠損金（△） ５９2,10９,470 ９03,８6５,3５7

（分配準備積立金） 317,５10,５26 40９,20９,6９５

元本等合計 1,43８,30９,５03 1,72９,９11,417

純資産合計 1,43８,30９,５03 1,72９,９11,417

負債純資産合計 1,442,９44,５63 1,770,033,８66
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（2） 損益及び剰余金計算書

（単位：円）

第 ８期 

自 2021年 ９月 ９日 

至 2022年 ９ 月 ８日

第９期 

自 2022年 ９ 月 ９日 

至 2023年 ９ 月 ８日

営業収益

受取利息 20 22

有価証券売買等損益 △46,2９4,８13 346,2９1,５02

営業収益合計 △46,2９4,7９3 346,2９1,５24

営業費用

支払利息 1,371 4,1５7

受託者報酬 762,８3８ ８43,９33

委託者報酬 7,９33,37５ ８,776,８07

その他費用 76,1５５ ８4,26８

営業費用合計 ８,773,73９ ９,70９,16５

営業利益又は営業損失（△） △５５,06８,５32 336,５８2,3５９

経常利益又は経常損失（△） △５５,06８,５32 336,５８2,3５９

当期純利益又は当期純損失（△） △５５,06８,５32 336,５８2,3５９

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う当期純損失金額の分配額（△）
△17,５５6,９32 70,4５0,８0９

期首剰余金又は期首欠損金（△） 63５,031,22５ ５９2,10９,470

剰余金増加額又は欠損金減少額 161,11８,676 3９2,64９,131

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減

少額
161,11８,676 3９2,64９,131

剰余金減少額又は欠損金増加額 166,５2８,８31 347,024,7９4

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増

加額
166,５2８,８31 347,024,7９4

分配金 - -

期末剰余金又は期末欠損金（△） ５９2,10９,470 ９03,８6５,3５7
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《半期報告書（第１０期計算期間 202３年９月９日～202４年３月８日）より抜粋》 

（１）【中間貸借対照表】

（単位：円）

第 ９期 

（2023年 ９ 月 ８日現在）

第 10期中間計算期間 

（2024年 3 月 ８日現在）

資産の部

流動資産

コール・ローン 22,4９0,９61 13,1５５,263

親投資信託受益証券 1,72９,03８,001 1,９6５,302,3８1

未収入金 1８,５04,９04 2９,８1８,163

流動資産合計 1,770,033,８66 2,00８,27５,８07

資産合計 1,770,033,８66 2,00８,27５,８07

負債の部

流動負債

未払解約金 3５,033,８63 36,317,6９８

未払受託者報酬 442,4９0 4９3,５９6

未払委託者報酬 4,601,８５５ ５,133,400

未払利息 ５５ ５

その他未払費用 44,1８6 4９,304

流動負債合計 40,122,44９ 41,９９4,003

負債合計 40,122,44９ 41,９９4,003

純資産の部

元本等

元本 ８26,046,060 ８01,467,116

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） ９03,８6５,3５7 1,164,８14,6８８

（分配準備積立金） 40９,20９,6９５ 274,106,８12

元本等合計 1,72９,９11,417 1,９66,2８1,８04

純資産合計 1,72９,９11,417 1,９66,2８1,８04

負債純資産合計 1,770,033,８66 2,00８,27５,８07
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

第 ９期中間計算期間 

自 2022年 ９ 月 ９日 

至 2023年 3 月 ８日

第 10期中間計算期間 

自 2023年 ９ 月 ９日 

至 2024年 3 月 ８日

営業収益

受取利息 ８ ９

有価証券売買等損益 ９3,40５,41９ 2９９,1５2,９８９

営業収益合計 ９3,40５,427 2９９,1５2,９９８

営業費用

支払利息 1,2８2 1,241

受託者報酬 401,443 4９3,５９6

委託者報酬 4,174,９５2 ５,133,400

その他費用 40,0８2 4９,304

営業費用合計 4,617,7５９ ５,677,５41

営業利益又は営業損失（△） ８８,7８7,66８ 2９3,47５,4５7

経常利益又は経常損失（△） ８８,7８7,66８ 2９3,47５,4５7

中間純利益又は中間純損失（△） ８８,7８7,66８ 2９3,47５,4５7

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う中間純損失金額の分配額（△）
4,31５,0８1 32,707,８９6

期首剰余金又は期首欠損金（△） ５９2,10９,470 ９03,８6５,3５7

剰余金増加額又は欠損金減少額 126,706,９2５ 36５,27５,427

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減

少額
126,706,９2５ 36５,27５,427

剰余金減少額又は欠損金増加額 131,163,５7８ 36５,0９3,6５7

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増

加額
131,163,５7８ 36５,0９3,6５7

分配金 - -

中間剰余金又は中間欠損金（△） 672,12５,404 1,164,８14,6８８


